
 

 

男女共同参画計画（第 2次）に掲げる 

「男女共同参画の指標」の達成状況等について 
  

○ 策定の趣旨 

 角田市では、男女共同参画社会基本法に基づく国の「男女共同参画基本計画」及び「宮城県男

女共同参画基本計画」を勘案して、平成 16年 2月に「角田市男女共同参画計画 かくだ男女生

き生きプラン」を策定し、男女共同参画社会の実現に向けた取組を総合的かつ計画的に推進して

きました。 

 引き続き、男女共同参画の理念及び推進の必要性を市民に広く普及啓発し、男女共同参画社会

の形成をさらに推進するため、平成 31年 3月に令和元年度から令和 7年度までの 7年間を計

画期間とする「角田市男女共同参画計画（第 2次）」を策定しました。 

○ 計画の位置づけ 

本計画は「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成 13年法律第 31

号）」及び「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64号）」に基

づく本市の基本計画・推進計画にも位置づけています。 

また、本計画は「角田市長期総合計画」、その他の関連する分野別計画との整合性を図り、策

定したものです。 

○ 計画の推進 

 男女共同参画の実現に向けた施策の進捗状況を把握するため、「男女共同参画の指標」を設定

し、本計画期間の最終年度にあたる令和 7年度の目標値の達成を目指します。 

 また、本計画を着実に推進していくため、市の各部局・各機関が一体となって取り組むととも

に、市内の外部有識者等で構成される行政経営推進委員会において進行管理を行います。 

○ 達成状況等 

「男女共同参画の指標」は 14項目あり、達成状況については、次のとおり整理した上で取り

まとめを行っています。 

 

達 成 

（○） 

令和５年度の実績値が令和 7年度の目標値と同値もしくは 

これを上回ったもの 

達成見込 

（⤴） 

令和５年度の実績値は令和 7年度の目標値に達していないが、 

令和 7年度の実績値が目標値に達することが見込まれるもの 

要 努 力 

（⤵） 

現時点において、令和 7年度の目標値に達することが難しく、 

今後、特に重点的な取組を行い目標値の達成を目指すもの 

算定不能 

（－） 

現時点において、達成状況を把握することができないもの 

（当該年度の実績値が把握できない指標） 
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達成状況等を取りまとめた結果、【表１】及び【図１】に見るように、全 14項目のうち「達

成」が２項目、「達成見込」が３項目で、合わせて全体の約 35％となっています。 

また、「要努力」の６項目に算定不能（アンケート調査等実施時期が未到来のため）３項目を

含めると全体の約 65％が未達成となり、「達成」及び「達成見込」を上回っている状況です。 

令和４年度実績では「達成」が５項目、「達成見込」が１項目、「要努力」が５項目、「算定不

能」が３項目だったことを踏まえると目標年度である令和７年度での目標値の達成に向けては、

若干厳しい状況といえます。 

しかしながら、令和５年度「要努力」となった指標からは、積極的に女性が角田市の施策に関

わる機会や家庭や地域における男女共同参画の意識を持つ機会が少ない状況が読み取れます。  

女性活躍の場として角田市の審議会等へ積極的な女性委員の登用を行うこと、家庭や地域、社

会活動の場において男女ともに男女共同参画を意識できるよう、より一層の周知等による普及

啓発が必要な状況にあります。 

これらの結果を踏まえ、達成した指標、達成見込みにある指標については今後も継続した取組

を行い、要努力となった指標については更なる取組の改善と推進を図っていきます。 

【表１】 

【図１】 

【1】 【2】 【3】 【4】 【5】 【6】 【7】
社会全体にお
ける男女共同

参画の実現

家庭における
男女共同参画

の実現

学校教育にお
ける男女共同

参画の実現

職場における
男女共同参画

の実現

農林水産業・
商工自営業に

おける男女共
同参画の実現

地域における
男女共同参画

の実現

東日本大震災
を教訓とした

防災における
男女共同参画
の実現

達 成
（ ○ ）

1 0 0 0 0 1 0 2 14.29%

達成見込
（ ⤴ ）

1 1 0 1 0 0 0 3 21.42%

要 努 力
（ ⤵ ）

1 1 1 0 1 2 0 6 42.86%

算定不能
（ － ）

0 2 0 0 0 0 1 3 21.43%

合 計 3 4 1 1 1 3 1 14 100.00%

合計 割合
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○＝ ： 令和５年度の実績値が令和７年度の目標値と同値もしくはこれを上回ったもの
⤴ ＝ ： 令和５年度の実績値は令和７年度の目標値に達していないが、令和７年度の実績値が目標値に達することが見込まれるもの
⤵ ＝ ： 現時点において、令和７年度の目標値に達することが難しく、今後、特に重点的な取組を行い目標値の達成を目指すもの
- ＝ ： 現時点において、達成状況を把握することができないもの（条例の制定や計画の策定などを目標にしている指標等）

(b) (c) (d) (e)

1
審議会などへの女性委
員の登用率

企画
デジ
タル
課

1.社会全体における男女共同参画の実現
①政策・方針決定過程への女性の参画の促進

　政策・方針決定過程において、社
会の構成員の半数を占める女性の
意思及び意見を公正に反映させる
ため。

　県のH32の目標値が45％であるこ
とと市の現況値を踏まえて設定。

27.5
（H30年度）

％ 28.2 ％ 20.2 ％ 22.4 ％ 16.8 ％ 21.6 ％ 45.0 ％ ⤵

令和4年度と比較し、4.8%増加した。令和4年度時の
比較では-5.6％の減少（女性委員を多く登用していた
審議会が終了したため）があったが、令和4年度中に
新設された審議会については所管課が積極的に女
性委員を登用したことで令和3年度実績値に近付い
た割合となった。しかしながら、令和7年度目標とする
45％までには及ばない結果となった。要因として、5つ
の女性委員0人の審議会が占める委員数が112人と
いうこと、その審議会委員内に女性委員登用の意識
が低いということがあげられる。
（令和4.4.1時点）対象審議会総委員数321人うち女性
委員が54人※審議会数25
（令和5.4.1時点）対象審議会総委員数337人うち女性
委員が73人※審議会数25

令和5年度は、各課長あてに女性委員登用について
通知を2回（5月、12月）及び全職員に対して現状の周
知、男女共同参画計画の取組推進の周知を行った。
引き続き女性委員の登用推進について呼びかけを行
うほか、更に角田市女性活躍の場としての認識が広
がるよう男女共同参画の取り組みについて工夫した
周知啓発を実施する。

2
角田市役所の管理職に
占める女性の割合

総務
課

1.社会全体における男女共同参画の実現
①政策・方針決定過程への女性の参画の促進

　職務経験の付与や能力を向上・
発揮させる機会を男女平等に確保
するため。

　H31～H37年度まで、＋0.5％／年
度 上昇することで設定。（21.4％＋
（0.5％×7年度）＝24.9％≒25.0％）

21.4
（H30年

度）
％ 21.9 ％ 16.1 ％ 24.4 ％ 25.0 ％ 24.2 ％ 25.0 ％ ⤴

女性管理職は8名で、令和4年度に比べ人数に変更
はないが、男性管理職が1名増加したことにより若干
下がった。

　管理職の登用については、性別に寄らず能力を重
視していく。
　研修機会の提供や担当配置も含め、管理職手前の
年代の育成に努めていく。

3

男女共同参画に関する
講座・イベント等（DV防
止関連を含む。）の開催
回数

企画
デジ
タル
課

1.社会全体における男女共同参画の実現
②男女共同参画に関する普及啓発活動の充実
③男性及び若い世代に向けた普及啓発
④ＤＶ等の根絶
2.家庭における男女共同参画の実現
①共に築く家庭生活への支援

　男女共同参画の重要性等につい
て効果的な普及啓発を行うため。

　県との共催事業等を活用して年2
回程度の開催を想定して設定。

0
（H30年度）

回 1 回 1 回 2 回 2 回 2 回 2 回 ○

　家庭でも作れる蕎麦打ち体験から男性が料理から
男女共同参画の意識を高め、家庭における男女共同
参画の実現に寄与することを目的として、県との共催
によりパートナーシップ事業として料理講座を開催
し、12組（男性10名、女性4名）が参加した。また、宮
城県より貸し出されている男女共同参画周知用パネ
ルを市民センターへ設置しパネルキャラバンを開催し
た。

　今回の料理講座にて男性、夫婦での参加が多かっ
たことと、申込多数により抽選を行ったため参加でき
なかった方がいたことを踏まえ次年度は夫婦向け、
親子向けにPRし、開催回数を増やしていく。
　また、目標達成に向けて、あらゆる分野において男
女共同参画を推進していくために、単独分野に偏ら
ず、庁内各部署へ積極的に周知・連携を行い、多様
な内容の講座・イベント等開催に努めていく。

4
子育て支援の環境や支
援に関して満足している
と思う市民の割合

子育
て支
援課

2.家庭における男女共同参画の実現
②育児及び介護に関する社会的支援の充実
④生涯を通じた心と体の健康づくりへの支援
4.職場における男女共同参画の実現
②ワーク・ライフ・バランスの推進

　子どもを産み育てやすい環境の
充実を図るため。
　仕事と家庭の両立を支える支援
制度の普及拡充及び利用しやすい
環境づくりの促進を図るため。

　H25年度調査の15.6％よりH30年
度調査結果が下がったことを踏ま
えて総合戦略H31目標値と同値を
設定。

13.8
（満足2.2＋

やや満足11.6）

（H30年度）

％ － ％ - ％ - ％ - ％ － ％ 30.0 ％ －

①子育て世帯の経済的負担を軽減するため、令和6
年度より『保育料』及び『学校給食費』の完全無償化
を実施している。
②令和6年度より『こども家庭センター』を設置し、全
ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対し、母子保健・
児童福祉の両機能が一体的に相談支援を実施して
いる。
　上記のとおり妊娠期から出産・子育て期まで切れ目
のない支援に取り組んでいる。

　現状分析で挙げた事業に加えて、『角田はっぴぃ子
育て応援プロジェクト』において、中長期的な事業に
ついて検討を重ねる。
　上記のとおり子育てしやすい環境の整備に向けて、
引き続き取り組む。

5 保育所入所待機児童数
子育
て支
援課

2.家庭における男女共同参画の実現
②育児及び介護に関する社会的支援の充実
④生涯を通じた心と体の健康づくりへの支援
4.職場における男女共同参画の実現
②ワーク・ライフ・バランスの推進

　子どもを産み育てやすい環境の
充実を図るため。
　仕事と家庭の両立を支える支援
制度の普及拡充及び利用しやすい
環境づくりの促進を図るため。

　総合戦略H31目標値を踏まえて
同値を設定。

18
（H30年度）

人 7 人 2 人 1 人 3 人 0 人 0 人 ⤴

　令和4年度に小規模保育施設（キッズフィールド角
田旭町園）を市内に１施設誘致するなど、待機児童
の解消に向け取り組んでいる。

　保育所入所児童の利用調整を綿密に行い、効率的
な施設利用となるよう努める。

6
ファミリーサポートセン
ター会員数

子育
て支
援課

2.家庭における男女共同参画の実現
②育児及び介護に関する社会的支援の充実
④生涯を通じた心と体の健康づくりへの支援
4.職場における男女共同参画の実現
②ワーク・ライフ・バランスの推進

　子どもを産み育てやすい環境の
充実を図るため。
　仕事と家庭の両立を支える支援
制度の普及拡充及び利用しやすい
環境づくりの促進を図るため。

　少子化が進んでいることもあり、
近年減少傾向にあることを踏まえ
長総H32目標値と同値を設定。

138
（H30年度）

人 121 人 101 人 - 人 - 人 － 人 150 人 －

　委託事業者である『NPO法人　角田保育ママの会』
から令和2年度をもって委託を終了したい旨の話があ
り、これを了承したため、令和3年度以降事業は休止
となり会員は解散となった。

　市民のニーズ等も踏まえ、事業の再開に向けて検
討を進める。

7
ウォーキングイベントの
参加人数

健康
推進
課

2.家庭における男女共同参画の実現
④生涯を通じた心と体の健康づくりへの支援

　日常生活においても気軽に取り
組むことのできる健康づくり活動の
普及啓発を行い、市民の健康増進
を図ることにより、生涯を通じた健
康の保持及び増進を支援するた
め。

　定例イベントに道の駅のイベント
を追加した人数で計上。（70人×18
回 道の駅40人×12回）

1,205
（H29年度）

人 437 人 542 人 448 人 868 人 868 人 1,740 人 ⤵

➀平成29年度からは「スマートかくだチャレンジ事
業」の健康ポイント事業のウォーキングとしての位
置付けで実施している。
道の駅ウォーキングや、角田市ウォーキング協会
の週末ウォークなどにより前年度と同数となった。
②体成分分析器等を使用してデータを見える化した
ことで、健康意識の向上につながっている。

①他課や自治センター、地区振興協議会、行政区
などと連携を図り、地区等で実施するウォーキング
イベントを健康ポイント事業として支援する。
②令和元年度に整備されたウォーキングステーショ
ンの活用・周知を図る。
③アクティブシティ角田の実現を目指す取組と連携
し、生涯を通じた健康増進を図る。

現況値
R元年度

実績
R２年度

実績
R5年度
実績

R７年度
目標

達成状況
（※参照）

現状分析 今後の取組（改善）
R３年度

実績
R4年度
実績

(g)

No 指標
担
当
課

対応施策
（角田市男女共同参画計画（第２次）参照）

設定理由 目標値設定根拠

【各年度実績値及び目標値】
・令和5年度の実績値を入力してください。

【令和5年度達成状況及び担当課評価】
・令和７年度の目標値に対する達成状況を入力してください。（※参照）
・各指標の達成度の現状分析と今後の取組（改善）内容を入力してください。
・達成状況及び現状分析について、他計画に同様の指標が設定されているものは、各評価シートの入力内容との整合性
を図ってください。
・今後の取組（改善）内容は、「対応施策」及び「設定理由」欄の内容を考慮し、男女共同参画の視点を踏まえて入力してく
ださい。
・箇条書きなどで簡潔に分かりやすく入力し、数字的なデータの裏付けのあるものはそれを用いて根拠等を明確にしてく
ださい。

【資料1-4】

男女共同参画計画（第２次）「男女共同参画の指標」把握・評価シート

(a) (f)

※

達 成
達 成 見 込
要 努 力
算 定 不 能
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○＝ ： 令和５年度の実績値が令和７年度の目標値と同値もしくはこれを上回ったもの
⤴ ＝ ： 令和５年度の実績値は令和７年度の目標値に達していないが、令和７年度の実績値が目標値に達することが見込まれるもの
⤵ ＝ ： 現時点において、令和７年度の目標値に達することが難しく、今後、特に重点的な取組を行い目標値の達成を目指すもの

- ＝ ： 現時点において、達成状況を把握することができないもの（条例の制定や計画の策定などを目標にしている指標等）

(b) (c) (d) (e)

現況値
R元年度

実績
R２年度

実績
R5年度
実績

R７年度
目標

達成状況
（※参照）

現状分析 今後の取組（改善）
R３年度

実績
R4年度
実績

(g)

No 指標
担
当
課

対応施策
（角田市男女共同参画計画（第２次）参照）

設定理由 目標値設定根拠

【各年度実績値及び目標値】
・令和5年度の実績値を入力してください。

【令和5年度達成状況及び担当課評価】
・令和７年度の目標値に対する達成状況を入力してください。（※参照）
・各指標の達成度の現状分析と今後の取組（改善）内容を入力してください。
・達成状況及び現状分析について、他計画に同様の指標が設定されているものは、各評価シートの入力内容との整合性
を図ってください。
・今後の取組（改善）内容は、「対応施策」及び「設定理由」欄の内容を考慮し、男女共同参画の視点を踏まえて入力してく
ださい。
・箇条書きなどで簡潔に分かりやすく入力し、数字的なデータの裏付けのあるものはそれを用いて根拠等を明確にしてく
ださい。

【資料1-4】

男女共同参画計画（第２次）「男女共同参画の指標」把握・評価シート

(a) (f)

※

達 成
達 成 見 込
要 努 力

算 定 不 能

8
不登校児童・生徒の割
合

教育
総務
課

3.学校教育における男女共同参画の実現
③健康のための教育の推進

　児童生徒の心身の健康を保つ学
校保健の充実を図るため。

　スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカー等の支援で改
善する傾向もみられることも踏まえ
長総H32目標値と同値を設定。

1.6
（H29年度）

％ 2.8 ％ 2.75 ％ 3.75 ％ 5.23 ％ 8.31 ％ 1.0 ％ ⤵

①小中学校ともに不登校児童生徒の増加がみられ
る。不登校に至った背景には様々要因が複合的に影
響を及ぼしており、ケースごとに多様な支援が必要と
なっている。
②子どもの心のケアハウス運営事業を継続して実施
し、不登校児童生徒への支援に当たった。令和４年
度からはスクールソーシャルワーカーをケアハウスに
拠点配置して連携強化し、独自事業（Cocoもっと事
業・小中接続連携）の展開により支援体制の強化を
図った。

①令和６年度から児童生徒生活指導員を１名増員
し、２名体制となったことから、学校訪問型助言指導
や教育相談、不登校対策等への取り組みを促進す
る。
②スクールソーシャルワーカーを子どもの心のケアハ
ウスに拠点配置し、令和６年度は週２日から週２日へ
勤務時間を増加させて対応する。
③不登校状態の児童生徒については、子どもの心の
ケアハウス、スクールソーシャルワーカー、スクール
カウンセラー、子育て支援課等の関係機関との連携
を密にし、既存の制度の活用を進めるとともに、組織
的な対応を図る。

9
角田市役所における男
性職員の育児休業取得
率

総務
課

4.職場における男女共同参画の実現
②ワーク・ライフ・バランスの推進

　仕事と家庭の両立を支える休業
制度の普及拡充及び利用しやすい
環境づくりの促進を図るため。

　角田市特定事業主行動計画（第3
期改訂版）における目標値のままと
して設定。

0.0
（H30年度）

％ 0.0 ％ 14.3 ％ 0 ％ 15.8 ％ 4.5 ％ 10.0 ％ ⤴

対象者（3歳未満の子を持つ男性職員）22名のうち1
名が育児休業を取得した。

育児休業を取得しやすい環境の整備を推進すること
と併せ、通年に限らず、短期間での育児休業取得の
斡旋など、育児休業取得率の向上に取り組んでいく。

10
ビジネススクールの参加
者に占める女性の割合

商工
観光
課

5.農林水産業・商工自営業における男女共同
参画の実現
②創業支援の充実

　男性だけでなく女性も支援を受け
やすい環境の整備に努めることに
より、地域の創業支援体制を構築
し、男女問わず働きやすい環境を
整えるため。

　中小企業庁「中小企業白書2012
年版」の「起業希望者及び起業家
の性別構成の推移」で女性の起業
希望者は増加傾向にあることを踏
まえて設定。

28.6
（H30年度）

％ 44.4 ％ 0 ％ 63.6 ％ 60 ％ 33.3 ％ 40.0 ％ ⤵

・かくだ創業スプラウト・ビジネススクール（創業セミ
ナー）の受講者数
男性　3人　女性　1人　計　3人
・令和4年度（3/5人）と比較して、全体的に受講者数
は減少。新聞折り込みや創業講演会参加者へ声掛
けを行ったが、女性の受講者は１名という結果となっ
た。

　今後も事業を継続し、女性が起業するために支援を
受けやすい環境の整備に努める。また、他部署や商
工会と連携しながら、情報収集、事業の情報発信を
行い、起業を目指す女性の発掘に務める。

11 高齢者福祉活動団体数
介護
支援
課

6.地域における男女共同参画の実現
②高齢者、障がい者、単身者等の自立支援

　高齢者が性別を問わず地域にお
いて仲間・生きがい・健康づくり等を
行う場が増えることで、社会的に自
立した生活を送ることができるよう
にするため。

　老人クラブは減少傾向だがサロ
ンは微増していることを踏まえ長総
H32目標値の同値を設定。（82団体
×1.1＝90団体）

82
（H29年度）

団
体

76
団
体

74
団
体

70
団
体

66
団
体

60
団
体

90
団
体 ⤵

老人クラブ在籍者の高齢化等により活動団体が減少
した。
活動を休止したサロンがあった。

引き続き、老人クラブ等の活動支援をしていく。

12
バリアフリー化住宅改良
支援件数

介護
支援
課

6.地域における男女共同参画の実現
②高齢者、障がい者、単身者等の自立支援

　障がい者等が社会的に自立した
生活を送るための生活環境の整備
を進めることで、障がいの有無に関
係なく地域において活動しやすい
環境を整えるため。

　介護保険における住宅改修は年
によって増減があるが長総H32目
標値を踏まえて同値を設定。

94
（H29年度）

件 51 件 72 件 52 件 67 件 61 件 110 件 ⤵

　介護保険における住宅改修は心身の状況や住宅
の状況等から必要に応じて支給するものであり、年
度によって増減がある。

　心身の状況や住宅の状況等から住宅改修が必要
な要介護・要支援認定者が住宅改修が受けられるよ
うに、今後も継続して取り組む。

13
障がい者自立支援給付
事業利用者数

社会
福祉
課

6.地域における男女共同参画の実現
②高齢者、障がい者、単身者等の自立支援

　障がい者等が経済的に自立した
生活を送るための生活環境の整備
を進めることで、障がいの有無に関
係なく地域において活動しやすい
環境を整えるため。

　65歳以上で介護認定を受けると
同様のサービスがある場合は介護
サービスを活用することとなる。団
塊の世代が65歳以上になるため給
付事業対象者は大きく増えないと
推定して設定。

627
（H29年度）

人 789 人 802 人 922 人 913 人 1042 人 630 人 ○

　障害者の自立・社会参加を支援する施策の推進が
定着しつつあり、必要な障害福祉サービスの提供が
受けられているケースも増えている。また、保護者の
高齢化により家族支援が難しくなった障害者の障害
福祉サービス利用が増えてきていることからも利用
者が増加している。

　事業の利用が必要な方に、必要なサービスが提供
できるよう今後も継続して取り組む。
　令和5年度については、角田市第３期障害者計画並
びに第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画
を策定した。今後、計画の進捗管理をし、目標値を目
指していく。

14 防災対策の市民満足度
防災
安全
課

7.東日本大震災を教訓とした防災における男
女共同参画の実現
①地域防災計画の策定など、意思決定の場に
おける女性参画の推進
②男女共同参画の視点での防災意識の啓発

　男女共同参画の視点を取り入れ
た防災体制を確立し、防災分野に
おいて女性の意思及び意見を公正
に反映できる体制づくりを図るた
め。

　長総H32目標値を達成したと仮定
し、目標年度までの5年度で更なる
防災対策の充実を図ることにより
1.0％／年 の伸びを想定して設定。

61.8
（H26年）

％ - ％ 31.8 ％ - ％ - ％ - ％ 75.0 ％ －

　令和2年度に実施した市民アンケート調査の結果に
より実績値が確定し、満足度は31.8％と目標を大幅
に下回り未達成となった。
　令和元年東日本台風の直後に実施したアンケート
調査であったため、影響を受けたものと思われる。

　防災対策に関する市の取組について、地区防災計
画を策定する中で自主防災組織へ周知したり、出前
講座などを通じて市民へ周知することで、防災意識を
高め、防災対策の市民満足度の向上を目指す。
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